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DITAを用いた教育コンテンツ管理手法の検討  
 

安永航†1	 大場みち子†2	 奥野拓†2	 伊藤恵†2	 山口琢†1 
高橋慈子†3	 関根哲也†4 

 
我々は ICT人材育成を支援するための総合的なドキュメンテーション基盤の構築を最終目的として研究を推進して

いる．従来研究では，教育コンテンツを共有し，再利用度を高めるために，DITA を用いたコンテンツ作成手法を提
案した．DITA では，トピックという単位で情報を作成し，マップという構成定義でトピックを組み立てることによ
り，重複を排除し，再利用性の高いコンテンツを作成できる．従来研究では，トピックの粒度の設定から再利用性が

低く，同一の教科内での再利の検討に留まっていた．これらの課題に対し，本論文では，コンテンツの再利用度を高

めるため，新たなトピックの粒度を定義し，トピックの管理に知識体系を利用することで科目間での再利用を促す方
法を提案し，その有効性を検証した． 

 

Examination of the education content management technique 
using DITA 

 

WATARU YASUNAGA†1	 MICHIKO OBA†2	 TAKU OKUNO†2	 KEI ITO†2	 
TAKU YAMAGUCHI†1	 SIGEKO TAKAHASI†3	 SEKINE TETSUYA†4 

 
We have been studying the purpose to build a documentation platform for the development of human resources ICT. In our 

previous studies, we proposed to share educational content, and proposed a method of creating content using DITA for increasing 
the degree of reuse. In DITA, to create the information in units called topics. Next, assemble a topic in the configuration 
definition of the map. With these, we can eliminate the duplicate content to create highly reusable. In our previous work, the use 
of re-setting low granularity of the topics that have remained in the study of reuse in the same subjects. For these problems, in 
this paper, we define the granularity of the new topic in order to increase the degree of reuse of the content. Then, use the body of 
knowledge in the management of topic. From the above, we propose a method to facilitate re-use among subjects, we have 
verified its effectiveness. 

 
 
 

1. はじめに    

現在，工学系の大学では産業界が求める実践的な ICT[a]

人材の育成が急務である．実践的な ICT人材の育成では３

つの学習形態により教育が実施されている．教員と学習者

のインタラクティブな学習である同期型学習や e-Learning

などで行う学習者主体の学習である非同期型学習で知識の

概念を形成し，これらの知識を利用してプロジェクト単位

のソフトウェア開発を実施するPBL[b]による実践型学習で

実践力を養っている[1]．同期型学習では PPT[c]で作成した

資料，非同型期学習では e-Learning コンテンツ，実践型学

習では参考書などの書籍を利用している．それらの教育コ

ンテンツは教員毎に作成・管理されている．そのため，学

習形態間・教員間でのコンテンツの相互利用や作成・管理

が効率的に行なわれていないという課題がある． 
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上記の課題に対し，ICT 人材育成を支援するための３つ

の学習形態を対象とした総合的なドキュメンテーション方

式の構築を最終目的として研究を推進している．我々のこ

れまでの研究では，高い再利用性と構造化文書に着目し，

技術文書標準である XML 構造の DITA[d][2]を用いた同期

型学習と非同期型学習を対象とした学習形態間の教育コン

テンツの再利用[3]と共有環境における教員間での同期型

学習コンテンツの再利用[4]を提案，検証した． 

しかし，先行研究では，トピックの粒度の設定から管理

コストが高く，同一の教科内での再利用に留まっていたた

め再利用率が低いという課題があった．これに対し，本論

文では，トピック間での関連の保持と分類により，管理コ

ストの軽減と教科間での再利用を可能にするアプローチを

提案する． 

本論文の構成はつぎの通りである．第２章では我々が従

来研究で提案した共有環境を述べる．第３章ではトピック

の粒度と管理に関する課題を議論し，整理する．第４章で

は第３章で述べた課題を解決する提案アプローチを述べる．

第５章では提案アプローチに対して，管理コストと科目間

での再利用の観点から検証を行なう． 
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2. DITAを用いた教育コンテンツ共有環
境  

本章では，まず，ICT 人材育成で用いられる教育コンテ

ンツの作成・管理の課題と我々のこれまでの研究で提案し

た共有環境の概要について述べる．次に，現状の課題を整

理する． 

2.1 これまでの研究の概要  

教育コンテンツは一般的に各教員が自分の担当する授

業の範囲に限定して作成・管理を行なっており，過去のコ

ンテンツを再利用することで作成コストを軽減している．

しかし，新規に授業を受け持つ場合など，他の教員が再利

用可能なコンテンツを部分的に持っていても，新規にコン

テンツを作成する必要がある．このため，教育コンテンツ

作成に多大なコストがかかっている． 

また，教員は教育コンテンツをコピー＆ペーストで作

成・改善し，年度毎に講義資料や配布資料をファイル単位

で管理することが多い．コピー＆ペーストを行なうことで，

似て非なるファイルが作成され，ファイル内に重複が隠蔽

される．重複部分に修正が生じた場合，隠蔽された重複を

含むすべてのファイルを修正する必要があり，管理コスト

の増加と修正見落としの危険性が高まる． 

以上２点の教育コンテンツ作成・管理の課題に対し，教

員間での教育コンテンツ共有と XML 形式の DITA による

トピックベースでの教育コンテンツ作成を提案する．DITA

とはマニュアル作成などで近年用いられる方式であり，従

来の目次，本文，索引がワンセットとなったブック形式文

章を１テーマ単位など細かな粒度で作成し，複数トピック

で１つの出力を作成する方法である[5]．情報を細かな粒度

で作成するため再利用性が高く，アウトプットの構成ファ

イルが独立している点，新規に要素を追加できる点，出力

形式が豊富であるなどの特徴から DITAを採用する． 

教員間で教育コンテンツを共有することにより，他の教

員が保有しているコンテンツが相互利用可能になり，再利

用できるコンテンツ増加に伴う作成コストの軽減に繋がる

と考えられる．また，DITA で教育コンテンツを作成する

ことで，ファイル単位の修正からトピック単位の修正へ変

更されるので，管理コストと修正の見落としが軽減される． 

このアプローチに対し，教員が DITA を用いたトピック

単位での教育コンテンツの作成を行ない，CMS[e]による共

有環境での管理を提案した．教員がトピックを作成する際，

トピックライティングのノウハウを身に付け，トピックを

新規に作成すると導入コストが高くなる．このため，トピ

ックの粒度を既存コンテンツである PPTの１ページを１ト

ピックとし，DITA へ移行することで導入コストの軽減を

図ることにした．作成されたトピックはマップという構成

定義により，科目毎に講義資料や配布資料など目的に応じ

                                                                    
e Content Management System 

たトピックを組み立てることで，アウトプットを作成する．

アウトプットは PDFやXHTMLなど多様な出力が可能であ

る．作成されたトピック，マップ，アウトプットは CMS

で管理することで教員間での共有環境を実現し，トピック

の再利用によりコンテンツの新規作成コストを軽減するこ

とができる．以上の提案環境のイメージを図１に示す． 

 

 

図 1	 DITAでの教育コンテンツ作成のイメージ 

Figure 1	 Educational contents creation image with DITA 

 
図１では，教員 Aがトピック A〜E，教員 Bが F〜Jを作

成している．教員 Aの設計論Ⅰのマップでは A，B，D，F，

G，I，J で構成しており，教員 B の設計論Ⅰのマップでは

A，B，C，E，F，G，H，J で構成している．教員 A と教

員 Bのマップに対し，それぞれのアウトプットが作成され

ている．これらのコンテンツを CMSによる共有を行ない，

図１では教員間でトピック A，B，F，G，J を再利用して

いる．再利用を行なった A，B，F，G，J のいずれかに修

正が生じた場合，アウトプット単位の修正ではなく，トピ

ック単位で修正を行なう． 

従来研究では，共通する科目の既存コンテンツを対象に

再利用が可能な割合から求めた再利用率と重複するコンテ

ンツの割合から求めた削除率で有用性に関して評価した．

実験では，座学中心の教育コンテンツと演習中心の教育コ

ンテンツの２パターンとした．座学中心の教育コンテンツ

の場合，再利用率は 68.9%，削除率は 46.2%であり，演習

中心の教育コンテンツでは再利用率が 9.5%，削除率が 10%

であった．提案手法は座学中心の教育コンテンツに対し，

作成コスト減少と修正コストの減少に効果があった．これ

は，座学中心の授業が年度毎や教員毎に大きな変化がない

ためであると考えられる．したがって，実験対象以外の座

学中心の教育コンテンツにも同様な効果を見込むことが出

来る．演習中心の教育コンテンツは利用対象となるクラス

に対する誤答のコメントや解説など，クラス特有の再利用

不可能なトピックの割合が高いため，上記の結果になった
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と考えられる．しかし，再利用率等の効果は低い結果とな

ったが，共有環境でクラス間での誤答を共有することで，

次年度の教育コンテンツ作成の指標として利用できるとい

う効果がある． 

2.2 これまでの研究に対する課題  
従来研究で提案した共有環境には次の２点の課題があ

る． 

第一にトピックの粒度に関する課題がある．我々はトピ

ックの粒度設定を導入コスト軽減のため，既存コンテンツ

である PPTを１ページ１トピックとしていたが，既存のコ

ンテンツには１つの項目の説明に対し，複数枚のスライド

を用いることがある．これは，PPT に多くの情報を詰め込

むことは学習者に認知的負荷が高く，段階的に提示してい

くことが効果的学習であるためである[6]．また，教員はコ

ンテンツの利用対象である学生のレベルによって説明の粒

度を変更させることが多い．このため，１つの項目に対し，

複数に分割されたトピックを１トピックへの再編成が出来

ず，トピック数が膨大な数になり，再利用率が低下し，管

理コストが大きくなっている． 

第二にトピックの管理に関する問題がある．これまでの

研究では，提案手法を用いた同一科目内での再利用性を実

験・検証した．大学教育の性質上，共通する知識が科目間

で存在する．この場合，科目間でトピックを共有すること

で再利用性が向上する．しかし，現状の管理方法では，ど

ういった知識に関するトピックであるかわからない．その

ため，科目間，知識間での再利用が困難な状況にある． 

 

3. トピックに関する検討  

本章では 2.2 節で述べたトピックに関する課題を考察し，

課題解決のアプローチについて述べる． まず，トピックの

粒度に関する課題を整理し，解決方針を検討する．次に，

トピックの管理に対する解決方針を検討する． 

3.1 トピックの粒度に関する検討  

トピックの粒度に関する課題を整理するため，教員のコ

ンテンツ作成について図２を用いて説明する．ここでは，

各科目を初めて学ぶ学習者を初期学習者とし，既に一部基

礎知識を学んでいる，学習者を中期学習者とし図中に記述

する． 

図２では，ソフトウェア設計手法に関する説明を含む授

業資料を２つ作成している．第３回授業資料のソフトウェ

ア設計手法を説明は初期学習者が対象であり，ソフトウェ

ア設計手法(What)とは，なぜ必要なのか(Why)，誰が作成す

るものなのか (Who)，どういった工程で作成するのか

(When)，どこで利用されるのか(Where)，どのように記述す

るのか(How)と 5W1H での段階提示を行なっている．これ

に対し，中期学習者を対象とした第５回授業資料の場合，

ソフトウェア設計手法の説明は復習となるため，ソフトウ

 
図 2 学習者のレベルに合わせた教育コンテンツ作成のイ

メージ 

Figure 2	 Images created educational content tailored to the 

students level 

 

ェア設計とは(What)とどのように記述するのか(How)の２

つのトピックを再利用し，コンテンツを作成している．こ

のように，PPT１ページを１トピックとすることで，トピ

ック数増加に伴う再利用性の低下，管理コストの増加に繋

がっている．しかし，学習者のよって利用するトピックが

異なるため，関連するトピックをひとつにまとめることが

出来ない． 

この問題に対し，共通する知識のトピックをチャンク単

位の入れ子構造で管理することを提案する．チャンクとは

ひとまとまりのデータのことであり，本提案ではトピック

の集合を指し，入れ子構造で構成する．チャンクを再利用

の単位とし，コンテンツの作成を行なう．入れ子構造にた

め，必要なトピックのみを展開し，利用することが出来る．

そのため，学習者毎にコンテンツの構造を変更する必要が

ない．トピック単位の管理に比べ，チャンク単位で管理を

行なうことで，再利用性が向上し，管理コストも軽減する．

提案のイメージを図３に示す． 

図３では，ソフトウェア設計手法をひとつのチャンクと

して管理を行なっている．初期学習者を対象とした第３回

授業資料と既学者を対象とした第５回授業資料で共通のチ

ャンクを再利用している．チャンクは入れ子構造で構成さ

れており，第３回資料を用いた授業では，5W1H すべての

トピックを展開し，説明を行なう．中期学習者を対象とし

た第５回授業資料を用いた授業では，ソフトウェア設計と

は(What)とどのように記述するのか(How)の２つのトピッ

クを展開し，説明を行なう．学習者に依存しない再利用を

可能にすることで管理コストの軽減を図る． 

3.2 トピックの管理に関する検討  

トピックの管理方法によって，単一科目内での再利用に

留まっていた課題に対し，科目間でトピックを再利用する 
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図 3	 チャンク単位でのコンテンツ作成 

Figure 3	 Content creation in chunks 

 

ために，知識の体系化を用いたトピックの管理を提案する．

知識の体系化とは，体系化する分野を知識領域に分類し，

さらに知識領域の構成要素である副知識領域へと分類する．

副知識領域から構成要素の知識項目へと分類を行なう．こ

のように分類を繰り返すことで，木構造で表現される．体

系化された知識は，どの問題領域のどこに位置するもので

あるか，別の知識との関連はどうなっているのか明確にす

ることが出来る．トピックを知識の体系化に当てはめ，共

通する知識単位で管理を行なうことで，科目間での再利用

が可能になる．大学教育での知識の体系化として，シラバ

スに着目した研究が行われている[7]．しかし，この研究で

はシラバスを参考とした科目間の知識の体系化に留まって

おり，コンテンツ間の関連が示されていない．シラバスか

ら体系化を行う場合，キーワードや講義概要，スケジュー

ルなどの情報を利用しているが，コンテンツ内には，キー

にならない前提知識や関連知識が含まれている．そのため，

シラバスを用いた体系化ではコンテンツ間の関連を明確に

するには不十分である．本提案では，ソフトウェア工学や

ICT人材育成のための知識を体系化に，トピックを分類し，

管理することで，科目間でのトピックを再利用可能にし，

作成コストの軽減を図る． 

 

4. 提案アプローチ  

本章では第３章で検討したトピックの作成・管理に対し，

具体的な提案方式と実装方式を述べる． 

4.1 提案方式  

提案方式として，まず知識の体系化によるトピックの分

類を行なう．次に体系化によって集合したトピック群をチ

ャンクとして，再利用を行なう． 

知識の体系化は木構造で構成されており，本研究では，

それぞれの根や枝，葉をタクソノミーと定義し，図４で具

体的に説明する． 

図４では，３層構造で形成される知識の体系化を用いて

いる．ここでは，第１層を知識領域，第２層を副知識領域，

第３層を知識項目と定義する．タクソノミーは知識領域，

副知識領域，知識項目の各分類に当たる．教員がトピック

をタクソノミーに分類する際，まず，ソフトウェア設計や

ソフトウェア品質などの知識領域から選択する．次に副知

識領域からトピックに適したタクソノミーを選択する．適

したタクソノミーが存在しない場合，知識領域のタクソノ

ミーでトピックを管理する．このように上位層から下位層

へ掘り下げていき，トピックをタクソノミーに分類する．  

 

 

図 4	 知識の体系化を用いたトピックの分類 

Figure 4	 Topic is classified into body of knowledge 

 
タクソノミーで分類されたトピック群をチャンクとし

て，ひとつのまとまりで管理を行なう．チャンクは再利用

の最小の粒度であり，マップの構成要素として扱う．図４

の例で挙げた「設計という概念」，「基本的な設計の考慮事

項」，「前提条件、事後条件、不変表明」をチャンクとして

図５に提案方式でのチャンクとマップのモデルを示す． 

図５では ITアーキテクチャ概論第１回講義資料のマップ

を示している．マップの構成要素は「設計という概念」，「基

本的設計の考慮事項」，「前提条件、事後条件、不変表明」

の 3つのチャンクである．「設計という概念」のタクソノミ

ーで分類された，既存のコンテンツであるソフトウェア設

計論Ⅰ第１回 P３と P４，ITアーキテクチャ概論第１回 P

１のトピックがチャンクとして管理されている．「基本的設

計の考慮事項」のタクソノミーで分類されたソフトウェア

設計論Ⅰ第３回 P７，P８，P９のトピックはひとつのチャ

ンクとして管理されている．「前提条件、事後条件、不
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図 5	 チャンク単位でのコンテンツ作成 

Figure 5	 Image content management using body of knowledge 

 

変表明」のタクソノミーで分類された ITアーキテクチャ概

論第１回 P２とソフトウェア構成法特論第３回 P８のトピ

ックがチャンクとして管理されている． 

4.2 実装方式  
実装ではオープンな CMS である Drupal[8]でコンテンツ

の共有環境を実現し，コンテンツ作成・管理を行うことと

する． Drupal は PHP で記述されたモジューラー式フレー

ムワークの CMS であり，カスタマイズ可能なモジュール

群が提供されている．タクソノミーへの分類とマップの作

成について図６，７を用いて説明する． 

 

 
図 6	 知識体系への分類 

Figure 6	 Classification to the body of knowledge 

 
図６では，トピックを管理するタクソノミーの選択方法

示す．この図では，知識領域をテクノロジ系，副知識領域

を開発技術，知識項目ではシステム開発技術を選択してい

る．これによって，図６で作成するトピックはシステム開

発技術のタクソノミーで管理される．タクソノミーの登録

に階層の深さに制限はなく，知識の体系化に則した階層構

造の実現が可能になっている． 

図７では，マインドマップ形式でのマップ作成を示して

いる．左からマップタイトル，章タイトル，構成要素で表

現されている．構成要素も木構造で表されており，入れ子

構造になっている． 

 

図 7	 マップ作成画面 

Figure 7	 Map creation screen 

 

5. 実験と考察  

本章では提案した知識の体系化によるチャンク単位で

のトピック管理と科目間での再利用に関して検証を行なう．

まず，知識の体系化としてソフトウェアエンジニアリング

に関する 3つの体系化から，チャンクの作成と管理が可能

であるかを検討し，それぞれの特徴から総合的な ICT人材

育成コンテンツに適した体系化を決定する．次に，知識の

体系化でチャンクを管理することで科目間の再利用が可能

か検討，考察する．最後に今後の課題を考察する． 

5.1 トピック作成に関する実験  
知識の体系化に対し，次の３つから検討する． 

l SWEBOK 

SWBOK[f]は，IEEE と ACM によってまとめられたソフ

トウェア工学に関する知識の体系である[9]. 対象とする知

識は，大学の学部卒業から４年間職場経験を経たものが受

験するソフトウェアエンジニアリング技術者試験の学習教

材レベルである． 

l 共通キャリア・スキルフレームワークによる BOK 

共通キャリア・スキルフレームワークによる BOK（以下

BOKと呼ぶ）[g]は，情報処理推進機構（IPA）による高度

IT人材に対する，人材像とその保有すべき能力や果たす役

割の観点から整理された知識体系である[10]． 

l J07-SE 

J07-SEとは，情報処理学会による情報専門学科カリキュ

ラム標準 J07 におけるソフトウェアエンジニアリング領域

のカリキュラムモデルである[11]． 

本実験ではコンテンツを構成するにあたり，既存のコン

テンツ内で説明されている項目のみを対象として，チャン

ク内に説明が行なわれていない項目が含まれることは考慮

しない．実験対象の教育コンテンツは公立はこだて未来大

学において，半期で実施されているソフトウェア設計に関

するソフトウェア設計論Ⅰの授業資料とソフトウェア設計

論Ⅱの授業資料とした．それぞれの授業資料は７部構成で

作成されており，既存のコンテンツは１部に対し，Ⅰファ

イルで作成されている．ソフトウェア設計論Ⅰはソフトウ

ェア開発のライフサイクルの各工程に対する座学中心の授

業である．ソフトウェア設計論Ⅱでは，ソフトウェアの設

計に必要なクラス図やデータフロー図などのドキュメント

                                                                    
f Software Engineering Body Of Knowledge 
g Body Of Knowledge 
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作成を行う演習中心の授業である．表１はソフトウェア設

計論Ⅰ，表２ではソフトウェア設計論Ⅱのトピックをチャ

ンクした状態での管理コストの比較である．各表での従来

手法とは，PPT１ページとして DITA へ移行した際のトピ

ック数であり，SWEBOK，BOK，J07-SEではチャンク数を

示している． 

 

表 1 ソフトウェア設計論Ⅰ授業資料での実験結果 

Table 1	 Experiment result in educational content of Software 

Design MethodologyⅠ 

 1部 2部 3部 4部 5部 6部 7部 
従来手法 28 24 29 12 18 21 15 
SWEBOK 6 10 14 5 9 7 9 
BOK 10 11 8 4 7 6 8 
J07-SE 6 9 12 8 8 8 9 

 
表 2	 ソフトウェア設計論Ⅱ授業資料での実験結果 

Table 2	 Experiment result in educational content of Software 

Design MethodologyⅡ 

 1部 2部 3部 4部 5部 6部 7部 
従来手法 15 13 27 30 8 24 5 
SWEBOK 5 5 3 3 2 2 2 
BOK 5 4 3 3 2 4 1 
J07-SE 8 4 3 4 2 2 1 

 
表１と表２から検討する 3つの体系化でのチャンクによ

るコンテンツ作成と管理が可能であることがわかった．知

識の体系化毎にチャンク数の大きな変化はなかった．従っ

て，マップを管理する際，構成要素であるチャンク数に伴

う管理コストに大きな差異はなかった．それぞれの知識の

体系化について考察する．SWEBOKはソフトウェア工学に

基づく体系化が行われている．しかし，本研究の対象とし

ている ICT人材用教育コンテンツは，近年，ICTの需要拡

大や人材不足などの環境変化から，経営戦略マネジメント

や法務などのストラテジ分野やコミュニケーション能力，

リーダシップなど要求が多様化している．そのため，ソフ

トウェア工学のおける広く一般的知識を対象としている

SWEBOKでは，今後，ICT人材育成に対する知識をカバー

しきれないと言える．BOK は高度 IT 人材に求められる知

識にフォーカスを当てた，情報技術者試験など IT人材評価

指標が参照すべき共通のモデルを提供する目的で策定され

た知識体系になっている．IT人材に必要とされるスキルは

実際のプロジェクトで体得されるものとしているが，本研

究の最終目標として 3つの学習形態を含めた総合的ドキュ

メンテーション基盤の構築にある．そのため，実践型学習

で利用するスキルに関するドキュメンテーションの体系化

が困難であると考えられる．J07-SEは大学などの高等教育

機関の情報専門学科における SE カリキュラムモデルであ

り，プログラミング言語の習得にとどまらず，開発のライ

フサイクルを網羅するよう作成されている．また，ソフト

ウェアにとどまらない一般的工学知識に関する体系化を含

むことで中長期を見据えた技術者育成も考慮してある．以

上のことから，管理コストで大きな差が見られなかったた

め，3 つの知識体系化の特徴から，以下の実験では知識体

系として J07-SEを採用する． 

5.2 トピックの管理に関する実験  

本節では，提案を行なった科目間の再利用に関して検討

を行う．前節で採用した J07-SEを用いた分類で教科間での

再利用が可能か検証する．対象とする授業資料は公立はこ

だて未来大学で実施されているソフトウェア設計論Ⅰ，プ

ロジェクトマネジメント，IT アーキテクチャ概論とする．

プロジェクトマネジメント論はソフトウェア開発者が備え

るべき基本的なビジネススキル，及び，基本的なプロジェ

クトマネジメントスキルを理解し，使えることを目標とす

る科目である．ITアーキテクチャ概論は設計に用いられる

概念、設計のパラダイム、アーキテクチャ設計のスタイル、

設計の支援ツールと評価方法について、基本概念を習得し、

実際の設計課題に直面した際に、適切な解決策を導き出す

ための基礎能力を身につけることを目標とした科目である．

いずれの科目もソフトェア開発という共通の目的に対し，

異なる工程に重点を置いた科目である．そのため，従来で

あれば，シラバス間等で科目間の繋がりがあるがコンテン

ツ間での繋がりが明確でないため実験対象とした．表３は

実験対象の半期の教育コンテンツに対し体系化を用いたチ

ャンク数を示す．構築要素総数とは，実験対象とした３つ

の教育コンテンツを構成するにあたって必要となるチャン

ク数を示す． 

 
表 3	 科目毎のチャンク総数 

Table 3	 Total number of chunks each subject 

ソフトウェ

ア設計論Ⅰ 
プロジェク

トマネジメ

ント 

IT アーキテ
クチャ概論 

構築要素総

数 

50 47 29 107 
 
実験対象とした３つの教育コンテンツのチャンク数を

単純に合計したチャンク数１２６に対し，構築要素の総数

は１０７であった．このことから，提案方式により，科目

間での再利用が可能であり，作成コスト軽減に繋がると考

えられる．  

5.3 今後の課題  
提案した知識の体系化によるトピックの管理において，

実験で対象としたコンテンツはいずれも同期学習であった．

今後は，形式化された知識だけでなく，実践型学習での経

験等のノウハウから習得する暗黙知を共有するための体系
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化を検討する[12]．また，トピックを体系して管理するこ

とで，教員は知識の全体像を捉えながらコンテンツを作成

できる．しかし，知識の体系化がヒューマンリーダブルに

留まっており，マシーンリーダブルになっていない．その

ため，非同期学習や実践型学習でコンテンツが利用される

際，チャンク単位の途切れた学習になる．今後はマシーン

リーダブルな関連を持たせることで，チャンク間のシーム

レスな学習を目指した ICT人材育成の支援も検討して行く． 

 

6. おわりに  

我々は ICT人材育成を支援するための総合的なドキュメ

ンテーション基盤の構築を最終目的として研究を推進して

いる．従来研究では，教育コンテンツを共有し，再利用度

を高めるために，DITA を用いたコンテンツ作成手法を提

案した．しかし，トピックの粒度の設定から再利用性が低

く，同一の教科内での再利の検討に留まっていた．これら

の課題に対し，本論文では，コンテンツの再利用度を高め

るため，新たなトピックの粒度を定義し，トピックの管理

に知識体系を利用することで科目間での再利用を促す方法

を提案し，その有効性を検証した．今後は教育コンテンツ

の作成支援に留まらず，利用者である学生向けの支援を行

ない，総合ドキュメンテーション基盤を構築していく．  
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